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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第33期
第１四半期
累計期間

第34期
第１四半期
累計期間

第33期

会計期間

自平成24年
７月１日
至平成24年
９月30日

自平成25年
７月１日
至平成25年
９月30日

自平成24年
７月１日
至平成25年
６月30日

売上高（千円） 799,819 789,888 3,228,158

経常利益（千円） 126,084 107,346 490,490

四半期（当期）純利益（千円） 72,108 64,342 289,022

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 501,375 501,375 501,375

発行済株式総数（株） 5,575,320 5,575,320 5,575,320

純資産額（千円） 2,254,194 2,490,410 2,477,044

総資産額（千円） 2,910,986 3,094,648 3,091,831

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
13.06 11.65 52.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 10.00

自己資本比率（％） 77.4 80.5 80.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。
 

（１）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、昨年末の政権交代以降、政府による経済対策や金融政策により円

高是正が進み、輸出産業を中心とした企業業績に回復傾向が見られますが、中小企業の業績や個人の所得は未だ低

迷した状態にあり、先行きの景気回復については、依然として不透明な状況で推移しております。 

当社が属するフリーペーパー業界におきましては、デジタルメディアが進展する中で、媒体の多様化・選別化が

進み、価格競争が恒常化するなど、厳しい経営環境が続いております。　

このような環境の中、当社では、当第１四半期累計期間は前年度に引き続き地域に密着したニュースや話題を豊

富に掲載するとともに、紙面への広告販売に加え「Ｗeb版タウンニュース」や「政治の村」などＷeb関連の営業活

動も積極的に進めた結果、広告の受注単価は若干上昇いたしました。

しかし、今年７月より隔週発行から毎週発行に切り替えたばかりの横浜市の泉区版、栄区版、南区版、磯子区版

の４地区版などの地域への浸透度が今一歩進まず、広告の受注件数が想定を下回る等、都市部において苦戦を強い

られ、タウンニュース全体の売上高は前年同期実績を下回りました。　

利益につきましては、売上原価は前年同期より抑えたものの、売上高の減少と販売管理費の増加を吸収しきれ

ず、営業利益、経常利益、四半期純利益ともに前年同期を下回りました。　

以上の結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高789百万円（前年同期比1.2％減）、営業利益101百万円

（前年同期比16.3％減）、経常利益107百万円（前年同期比14.9％減）、四半期純利益64百万円（前年同期比

10.8％減）となりました。

　
（２）財政状態の分析
（資産）　

当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べ2百万円増加し、3,094百万円となりました。これは主

に、現金及び預金が25百万円、その他流動資産が14百万円減少したものの、投資有価証券が63百万円増加したこと

によるものであります。 

（負債）　　

当第１四半期会計期間末の負債は、前事業年度末に比べ10百万円減少し、604百万円となりました。これは主

に、賞与引当金が46百万円増加したものの、未払法人税等が32百万円、退職給付引当金が14百万円減少したことに

よるものであります。　

（純資産）　

当第１四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べ13百万円増加し、2,490百万円となりました。これは

利益剰余金が9百万円、その他有価証券評価差額金が4百万円増加したことによるものであります。
  

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

　①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

  普通株式 12,034,000

計 12,034,000

　②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,575,320 5,575,320

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株

計 5,575,320 5,575,320 － －

　 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年７月１日～

平成25年９月30日　
－ 5,575,320 － 501,375 － 481,670

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）   普通株式　　 54,600 － 単元株式数100株

完全議決権株式（その他）  普通株式　5,519,600 55,196 同上

単元未満株式  普通株式 　　 1,120 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 5,575,320 － －

総株主の議決権 － 55,196 －

（注）単元未満株式には当社所有の自己株式86株が含まれております。
　

②【自己株式等】

 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 株式会社

タウンニュース社

神奈川県横浜市青葉区

荏田西二丁目１番３号
54,600 －  54,600  0.97

計 － 54,600 －  54,600 　0.97 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成25年７月１日から平成25

年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年７月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について
四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準        　　 　０．８％

売上高基準      　　 　２．７％

利益基準      　　　 △１．１％

利益剰余金基準  　　 △０．９％
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年６月30日)

当第１四半期会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,141,217 1,116,009

受取手形及び売掛金 269,898 265,393

仕掛品 421 87

その他 86,003 71,757

貸倒引当金 △5,667 △4,255

流動資産合計 1,491,872 1,448,993

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 422,511 417,051

土地 381,747 381,747

その他（純額） 50,094 48,517

有形固定資産合計 854,353 847,315

無形固定資産 28,909 26,696

投資その他の資産

投資有価証券 102,264 165,364

投資不動産（純額） 325,211 323,236

その他 295,088 287,925

貸倒引当金 △5,868 △4,882

投資その他の資産合計 716,696 771,643

固定資産合計 1,599,959 1,645,655

資産合計 3,091,831 3,094,648

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 61,887 58,880

未払法人税等 88,709 56,417

賞与引当金 24,286 71,055

その他 186,327 178,606

流動負債合計 361,209 364,961

固定負債

長期未払金 95,390 95,390

退職給付引当金 147,907 133,607

その他 10,280 10,280

固定負債合計 253,577 239,277

負債合計 614,787 604,238
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年６月30日)

当第１四半期会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 501,375 501,375

資本剰余金 481,670 481,670

利益剰余金 1,502,511 1,511,647

自己株式 △14,449 △14,449

株主資本合計 2,471,108 2,480,244

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,936 10,166

評価・換算差額等合計 5,936 10,166

純資産合計 2,477,044 2,490,410

負債純資産合計 3,091,831 3,094,648
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成24年７月１日
　至　平成24年９月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成25年７月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 799,819 789,888

売上原価 290,382 289,497

売上総利益 509,437 500,390

販売費及び一般管理費 387,995 398,729

営業利益 121,441 101,661

営業外収益

受取利息 519 337

不動産賃貸料 3,165 5,445

その他 2,009 1,878

営業外収益合計 5,694 7,660

営業外費用

不動産賃貸費用 565 1,975

保険解約損 486 －

営業外費用合計 1,052 1,975

経常利益 126,084 107,346

特別利益

固定資産売却益 － 60

特別利益合計 － 60

特別損失

固定資産売却損 － 180

特別損失合計 － 180

税引前四半期純利益 126,084 107,225

法人税、住民税及び事業税 68,006 53,143

法人税等調整額 △14,030 △10,260

法人税等合計 53,975 42,882

四半期純利益 72,108 64,342
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

  
前第１四半期累計期間
（自  平成24年７月１日
至  平成24年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自  平成25年７月１日
至  平成25年９月30日）

減価償却費 8,565千円 13,278千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期累計期間（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）
　
　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年９月26日

定時株主総会
普通株式 55,206 10 平成24年６月30日 平成24年９月27日 利益剰余金　

 

Ⅱ　当第１四半期累計期間（自　平成25年７月１日　至　平成25年９月30日）
　
　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年９月25日

定時株主総会
普通株式 55,206 10 平成25年６月30日 平成25年９月26日 利益剰余金　

 

（セグメント情報等）

前第１四半期累計期間（自平成24年７月１日　至平成24年９月30日）及び当第１四半期累計期間（自平成25

年７月１日　至平成25年９月30日）　

【セグメント情報】

当社はタウンニュース事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成25年７月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13円06銭 11円65銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 72,108 64,342

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 72,108 64,342

普通株式の期中平均株式数（株） 5,520,634 5,520,634

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年10月31日

株式会社タウンニュース社

取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水野　雅史　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 澤田　修一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タウン

ニュース社の平成25年７月１日から平成26年６月30日までの第34期事業年度の第１四半期会計期間（平成25年７月１日か

ら平成25年９月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成25年７月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任  

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論  

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タウンニュース社の平成25年９月30日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

  
利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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